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１ はじめに 

地方分権の推進や少子高齢化の急速な進展、国・地方を通じた厳しい財政状況など、

地方自治体を取り巻く環境は大きく変化してきており、直面する行政課題は多岐にわた

ってきています。これら多様化・高度化する行政課題に対して的確に対応するためには、

住民に最も近い基礎的自治体としての市町村には、より一層の行財政基盤の強化や広域

的対応が求められています。 

このような背景の下、国は市町村の数を1,000にするとの目標を掲げ市町村合併を積

極的に推進し、その結果、いわゆる「平成の大合併」により全国の市町村の数は1,800

余りにまで減少しました。 

その後も、国は市町村の行財政基盤を整えるため、旧合併特例法の失効後、平成17年

４月に新たな合併特例法を施行し、引き続き市町村合併を推進する立場をとっています。 

このような国の動きや全国的な市町村合併の流れを受け、新たな合併特例法の施行

以降、御津町長始め議会による合併に対する理解を住民に対して求めていき、平成18

年９月議会定例会において御津町長が合併をするには豊川市が最良である旨を正式に

表明し、また、平成18年9月議会臨時会において、「豊川市との合併協議を求める決議」

が可決され、その後、平成18年10月に御津町から豊川市に対して正式に合併協議の申

し入れが行われました。 

この御津町からの合併協議の申し入れを受け、合併に関する諸問題を研究するため、

平成19年２月に両市町の関係部課長で構成する「豊川市・御津町合併研究会」を設置し、

両市町の行財政の現況、合併に関する課題等について調査研究を行ってきました。 

本報告書は、研究会が約３ヶ月にわたって調査研究した内容を取りまとめたものであ

り、今後、合併に関する議論を進めていく上で参考となる課題等を整理したものです。 
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２ 豊川市・御津町合併研究会の概要 
（１）研究会の構成 
 ① 構成員 
   豊川市：企画部長（会長）、企画部次長、企画課長 
   御津町：企画課長、総務課長 
② 分科会 

各課が所管する事務事業についての実質的な調査を行うための研究会の下部組織。 
豊川市の課に対応する39の分科会を設置。 

 
（２）主な研究項目 
① 両市町の合併に関する情報の収集 
② 両市町の行財政の現状に関する調査及び研究 
③ 両市町の合併の課題に関する調査及び研究 
④ その他合併に関し必要な事項の調査及び研究 
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３ 市町村合併の背景と動き 
（１）旧合併特例法下における動き 

昭和20年代後半から昭和30年代にかけての「昭和の大合併」以降、約40年間、市町

村合併は全国的に大きな進展が見られませんでしたが、その間、モータリゼーション

による経済社会生活圏の広域化、少子高齢化の進展、地方分権の推進等により市町村

を取り巻く環境は大きく変化してきました。 
こうした状況にあって、国は、基礎的自治体としての市町村の規模の拡大や行財政

基盤の強化を図るため、市町村の数を1,000にするとの目標を掲げ市町村合併を積極

的に推進してきました。 

特に、平成11年に「市町村の合併の特例に関する法律」（昭和40年法律第６号。以

下「旧合併特例法」という。）が一部改正され、合併特例債や普通交付税の合併算定

替期間の延長などの市町村合併推進のための地方財政措置が拡充されたことを契機

に、全国的に市町村合併の動きが活発になりました。 
その結果、旧合併特例法の下での、いわゆる「平成の大合併」により、全国の市町

村数は平成11年３月31日時点の3,232から平成18年３月31日時点の1,821まで減少し

ました。 
愛知県内においても、平成15年８月の田原町と赤羽根町の合併による田原市の誕生

に始まり、12の地域で市町村合併が行われ、県内の市町村数は平成11年３月31日時点

の88から平成19年４月１日時点の63にまで減少しています。 
 

 
（２）新合併特例法下における動き 

上述したように、旧合併特例法下における、いわゆる「平成の大合併」により全国

の市町村数は、平成11年３月31日時点と比較すると平成18年３月31日時点で６割以下

となりました。しかし、全国的には行財政基盤の脆弱な市町村が残っており、自主的、

自立的な行財政運営を行うことが可能な基盤を整えるためにも、国は旧合併特例法の

失効後、平成17年４月に新たな市町村合併推進のための法律「市町村の合併の特例等

に関する法律」（平成16年法律第59号。以下「新合併特例法」という。）を施行し、

引き続き市町村合併を推進するという立場をとっています。 
新合併特例法では、市町村合併における都道府県の役割を明確に定め、都道府県は

総務大臣が定める基本指針に基づき、自主的な市町村の合併を推進する必要があると

認められる市町村（以下「構想対象市町村」という。）を対象として、自主的な市町

村の合併の推進に関する構想を定めるものとされています。 
平成17年５月に総務大臣が定めた「自主的な市町村の合併を推進するための基本的

な指針」によると、都道府県が定める構想対象市町村の組合せの対象として、①生活

圏域を踏まえた行政区域の形成を図ることが望ましい市町村、②更に充実した行政権

能等を有する指定都市、中核市、特例市等を目指す市町村、③おおむね人口１万未満

を目安とする小規模な市町村、の３つのパターンが示されています。 
特に、人口１万未満の小規模市町村については、旧合併特例法下において再編が進

んだものの、様々な事情により合併に至らなかった市町村や合併してもなお人口１万

未満である市町村もあり、基礎的自治体としての課題が多いと考えられることから、

特に合併の是非を検討する必要があると考えられています。 
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４ 豊川市・御津町における合併を巡る動き 
（１）旧合併特例法下における動き 
 ① 豊川市・音羽町・一宮町・小坂井町・御津町合併協議会の経緯 

「宝飯豊川合併協議会の設立を望む会」による住民発議を受け平成13年11月に設置

された「豊川市・音羽町・一宮町・小坂井町・御津町合併協議会」は、約２年４か月

にわたり、新市将来構想及び新市建設計画の策定、40項目以上に及ぶ合併協定項目の

協議を行ってきました。 
しかし、平成16年２月に行われた「合併の是非に関する住民意識調査」の結果、構

成市町のうち一宮町と御津町において合併反対の意思表示がなされたため、同協議会

は平成16年３月末をもって解散となり、１市４町の枠組みでは合併に至りませんでし

た。 
 

 ② 豊川市・一宮町合併協議会の経緯 
その後、平成16年８月に「豊川市・音羽町・一宮町・小坂井町・御津町合併協議会」

の構成市町のうち一宮町において、豊川市との合併を望む請願が提出されたことを契

機に豊川市と一宮町との間で合併の動きが再燃し、同年10月、一宮町長及び一宮町議

会議長から豊川市長及び豊川市議会議長に対して正式に合併協議会設置の申し入れ

がなされました。この申し入れを受け、同年11月に豊川市と一宮町の１市１町による

合併協議会が設置され、旧合併特例法期限内の合併を目指すこととなりました。 
その後、約３ヶ月に及ぶ合併協議を経て、平成17年３月に合併調印の運びとなり、

平成18年２月１日、豊川市が一宮町を編入合併し、新豊川市が誕生しました。 
 
（２）新合併特例法下における動き 
 ① 御津町における動き 

旧合併特例法の下では合併に至らなかったものの、新合併特例法の下では都道府県

が定める合併に関する構想対象市町村として位置付けられる必要があり、総務大臣の

基本指針の中で、おおむね 1 万人未満の小規模な市町村として位置付けられている音

羽町と同様に宝飯郡内にある御津町も行財政改革と並行する形で合併についての検

討を進めていました。御津町議会においても、少子高齢化の進展、多様化する行政課

題への対応及び効率的な行財政運営の早期確立が課題となっている状況を踏まえ、将

来の御津町の在り方など調査研究するため、平成 16 年 12 月には任意の会である「御

津町の将来を考える会」を発足し、議論を重ねると共に宝飯郡内の町議会議員で議員

研修会を６回開催し、合併に関する情報交換や状況把握を積極的に行いました。   

そして、平成18年７月の町長選挙では、合併推進を掲げた現職の深谷町長が当選し、

豊川市との合併の必要性を町民に示すため、平成18年８月から９月にかけて町内７か

所で住民説明会を開催しました。また、平成18年９月議会定例会において御津町長は、

合併をするには文化面及び行政面で関係の深い豊川市が最良である旨を表明し、続く

平成18年９月29日の臨時会において豊川市との合併を求める決議が可決されました。 
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 ② 愛知県における動き 
自主的な市町村の合併を推進するための基本的な指針に基づき、愛知県においては、

人口１万未満の町村について合併の可否を判断するため、平成17年８月から行政運営

実態調査や地域一体性実態調査を実施しました。御津町については、人口１万未満の

市町村ではないものの、隣接する人口１万未満の音羽町と同じ宝飯郡内の町村である

ことや過去に音羽町とともに合併協議を行った経緯があることから、合併の必要性や

地域の一体性を検討するため、音羽町と同様に調査を実施しました。 
その後、町長、議会への実態調査結果の説明や地域懇談会が開催されましたが、い

ずれにおいても合併に対して特に反対の意見はなかったこと、並びに平成18年９月議

会定例会及び臨時会における御津町長及び御津町議会の合併推進の意思表示の動き

を経て、平成18年11月に開催された第４回愛知県市町村合併推進審議会において「御

津町は音羽町と共に豊川市と合併することが適切である」との判断がなされ、豊川市、

音羽町及び御津町に対してその旨の説明が行われました。 

 

③ 豊川市・御津町合併研究会の設置 
このような経緯を経て、平成18年10月31日に御津町長及び御津町議会議長から豊川

市長及び豊川市議会議長へ正式に合併協議の申し入れがなされました。 

豊川市はこの合併協議の申し入れを受け、平成19年２月20日に両市町の担当部課長

で構成する「豊川市・御津町合併研究会」を設置し、両市町の行財政の現状や合併に

関する課題等について事務レベルでの調査研究を行うこととなりました。 
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５ 市町の現状分析 
（１）面積 

行政面積の内訳は、若干御津町が農用地及び森林の比率が高いもののほぼ同じ割合

の構成比率となっています。 
                                                           （単位：ha） 

項目 豊川市 御津町 合計 
行政面積 10,205 1,873 12,078 

農用地 2,213 551 2,764 
森林 3,166 562 3,728 
原野 74 － 74 

水面・河川・水路 543 68 611 
道路 1,118 161 1,279 
宅地 2,013 287 2,300 

 

 

内 
訳 

その他 1,078 244 1,322 

 

    ＊「土地に関する統計年報 平成17年版」（愛知県地域振興部土地水資源課） 
       行政面積は平成17年10月1日現在 
       農用地、原野は、平成17年7月15日現在 

森林、水面・河川・水路は、平成17年3月31日現在 
       道路は平成17年4月1日現在 

宅地のうち住宅地は平成17年1月1日現在、工業用地は平成16年12月31日現在 
       （豊川市の数値は旧豊川市と旧一宮町の数値を合算したもの） 
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（２）人口 
平成７年から平成17年の国勢調査の結果によると、豊川市の人口は増加傾向にあり

ます。一方、御津町にあっては、人口はほぼ横ばいとなっています。世帯数はともに

増加しています。 
両市町とも高齢者人口は増加しており高齢化が進展しています。 

特に御津町にあっては平成17年の高齢化率が20％を超えています。 

 
                                                            各年10月1日現在 

項目 豊川市 御津町 合計 
0～14歳 22,646 2,206 24,849

 構成比 17.4% 16.4% 17.3%

15～64歳 90,765 9,092 99,857

 構成比 69.9% 67.6% 69.7%

65歳以上（高齢者人口） 16,484 2,154 18,638

 構成比（高齢化率） 12.7% 16.0% 13.0%

人 
口 

)  

人 

(  
合計 129,908 13,452 143,360

平 
成 
７ 
年 

 
世帯数 40,322 3,698 44,020

0～14歳 21,748 2,027 23,775

 構成比 16.3% 15.0% 16.2%

15～64歳 92,044 8,949 100,993

 構成比 68.9% 66.1% 68.7%

65歳以上（高齢者人口） 19,778 2,554 22,332

 構成比（高齢化率） 14.8% 18.9% 15.2%

人 
口 

)  

人 

(  
合計 133,582 13,530 147,112

平 
成 
12 
年 

 
世帯数 43,671 4,049 47,720

0～14歳 21,536 1,841 23,377

 構成比 15.7% 13.7% 15.5%

15～64歳 92,176 8,638 100,814

 構成比 67.1% 64.2% 66.8%

65歳以上（高齢者人口） 23,663 2,977 26,640

 構成比（高齢化率） 17.2% 22.1% 17.7%

人 
口 

)  

人 

(  
合計 137,417 13,456 150,873

 

平 
成 
17 
年 

 
世帯数 47,510 4,239 51,749

 

    ＊平成7、12、17年国勢調査 
（各年人口合計は、「年齢不詳」を含んでいるため、３区分合計と一致しない場合

があります。） 
（豊川市の数値は旧豊川市と旧一宮町の数値を合算したもの） 
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（３）日常生活圏 
 ① 自・他市区町村への通勤通学状況 

豊川市、御津町ともに自市町での就業者・通学者が最も多くなっています。他市区

町村への就業・通学状況を見ると、豊川市では豊橋市への就業・通学者が最も多く、

御津町では豊川市への就業・通学者が最も多くなっています。 
 

                                                         平成12年10月1日現在 
豊川市 御津町 

項目 
就業者(人) 通学者(人) 就業者(人) 通学者(人)

当地に常住する就業者・通学者 73,293 6,954 7,702 791

自市町で従業・通学 50,770 3,216 3,730 151

他市区町村で従業・通学 22,523 3,738 3,972 640

県 内 21,652 3,623 3,880 627

うち名古屋市 1,690 546 182 99

豊橋市 8,980 1,145 1,018 137

岡崎市 1,592 280 185 32

豊川市 － － 1,136 148

蒲郡市 1,024 155 594 119

新城市 2,136 324 37 2

音羽町 1,365 1 137 0

小坂井町 1,611 290 203 10

御津町 899 322 － －

他の市町村 2,355 560 388 80

 

内 
訳 

 

他 県 871 115 92 13

   ＊平成12年国勢調査 
  （通学者は15歳以上） 
  （豊川市の数値は旧豊川市と旧一宮町の数値を合算したもの） 
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 ② 自・他市区町村からの通勤通学状況 
就業者の状況を見ると、豊川市、御津町ともに自市町の在住者が最も多くなってい

ます。他市区町村からの就業状況は、豊川市では豊橋市からの就業者が最も多いのに

対し、御津町では豊川市からの就業者が最も多くなっています。 
一方、通学者の状況は豊川市では自市町の在住者が最も多くなっています。 

御津町では御津高校があるため他市区町村からの通学者が多く、中でも豊川市から

の通学者が最も多くなっています。豊川市では豊橋市からの通学者が最も多くなって

います。 
 

                                                          平成12年10月1日現在 
豊川市 御津町 

項目 
就業者(人) 通学者(人) 就業者(人) 通学者(人)

当地で従業・通学する者 71,292 5,568 6,672 813

自市町に常住 50,770 3,216 3,730 151

他市区町村に常住 20,522 2,352 2,942 662

県 内 19,927 2,301 2,913 660

うち名古屋市 434 15 33 0

豊橋市 7,918 961 659 106

岡崎市 961 76 62 15

豊川市 － － 899 322

蒲郡市 908 111 627 109

新城市 2,770 395 41 5

音羽町 1,036 68 81 19

小坂井町 2,578 291 371 39

御津町 1,136 148 － －

他の市町村 2,186 236 140 45

 

内 
訳 

 

他 県 595 51 29 2

＊平成12年国勢調査 
（通学者は15歳以上） 

  （豊川市の数値は旧豊川市と旧一宮町の数値を合算したもの） 
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（４）産業 
 ① 産業構造 

豊川市、御津町ともに第２次・第３次産業就業者の比率が高くなっていますが、第

１次産業就業者を比較すると、御津町の比率が高くなっています。 

 
                                            平成17年10月1日現在 

項目 豊川市 御津町 
就業者数(人) 4,910 1,039 

第１次産業 
構成比 (6.6％) (13.7％) 

就業者数(人) 28,253 2,807 
第２次産業 

構成比 (38.2％) (36.9％) 
就業者数(人) 40,364 3,731 

第３次産業 
構成比 (54.5％) (49.1％) 

就業者数(人) 491 25 
分類不能 

構成比 (0.7％) (0.3％) 

 

就業者総数(人) 74,018 7,602 

 

   ＊平成17年国勢調査 
  （豊川市の数値は旧豊川市と旧一宮町の数値を合算したもの） 
 
 
 ② 商業 

年間販売額は、人口規模が異なることから豊川市の方が圧倒的に大きくなっていま

す。１商店当たり年間販売額を比較すると、豊川市は御津町の約1.8倍となっていま

す。 
 

                                                   平成16年6月1日現在 
項目 豊川市 御津町 

商 店 数 1,727 155 
従 業 者 数（人） 11,597 796 
年 間 販 売 額（百万円） 294,667 14,698 
１商店当たり従業者数（人） 6.7 5.1 

 

１商店当たり年間販売額（百万円） 170.6 94.8 

 

    ＊平成16年商業統計調査 
  （豊川市の数値は旧豊川市と旧一宮町の数値を合算したもの） 
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 ③ 工業 
豊川市は事業所数が多いため製造品出荷額も多くなっています。１事業所当たりの

製造品出荷額を比較すると、豊川市は御津町の約2.4倍となっています。 
 

                                                     平成17年12月31日現在 
項目 豊川市 御津町 

事 業 所 数 524 79

従 業 者 数（人） 19,409 2,439

製 造 品 出 荷 額（百万円） 893,086 56,945

１事業所当たり従業者数（人） 37.0 30.9

 

１事業所当たり製造品出荷額（百万円） 1,704.4 720.8

 

    ＊平成17年工業統計調査 
    （豊川市の数値は旧豊川市と旧一宮町の数値を合算したもの） 
 
 
 
 ④ 農業 

１農家当たりの農業産出額を比較すると、豊川市は御津町の約1.2倍となっていま

すが、両市町とも全国平均（0.31千万円）より高い水準にあります。 
 

項目 豊川市 御津町 
農 家 数 2,621 704 

農業産出額（千万円） 1,605 350 

 

１農家当たり農業産出額（千万円） 0.61 0.50 

 

    ＊農家数：平成17年農林業センサス 
      農業産出額：平成16年生産農業所得統計 
    （豊川市の数値は旧豊川市と旧一宮町の数値を合算したもの） 
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（５）行政体制 
一般行政部門及び教育部門の人口千人当たりの職員数を比較すると、御津町は自治

体としての規模が小さいことから豊川市の約1.6倍となっています。 
公営企業等会計職員については、豊川市は市民病院を有しているため職員数が多く

なっていますが、病院部門の職員数（487名）を除いた公営企業等会計部門の人口千

人当たりの職員数についても比較すると、御津町は豊川市の約1.6倍となっています。 
なお、御津町は消防業務を豊川市に事務委託しているため、消防部門の職員は存在

しません。 
 

                                                    平成18年4月1日現在 
区分 豊川市 御津町 合計 

一般行政職員 595人 99人 694人 
教育職員 93人 11人 104人 
消防職員 174人 － 174人 

公営企業等会計職員 588人 16人 604人 
職員合計 1,450人 126人 1,576人 

一般行政 4.41人 7.31人 － 
教育 0.69人 0.81人 － 

一般行政＋教育 5.10人 8.12人 － 

 

人口千人 
当たり 

職員数 
公営企業等（病院除く） 0.75人 1.18人 － 

 

   ＊平成18年定員管理調査 
 
 
 
 
 
（６）議会議員 

両市町とも、議員定数は法定上限数より少なくなっています。 
また、両市町とも直近の改選時期は平成19年４月の統一選挙となっています。 

 
項目 豊川市 御津町 

議員定数 
32名

（平成19年４月の統一選挙

から30名）

16名

（平成19年４月の統一選挙

から12名）

法定上限数 34名 22名

 

直近の改選時期 
（任期満了日） 

平成19年4月

（平成19年4月30日）

平成19年4月

（平成19年4月29日）
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（７）財政状況 
 ① 歳入 

ⅰ）歳入の内訳 
両市町とも地方税が50％近くを占めており、構成に大きな差異はありませんが、

御津町は地方交付税の構成比が高くなっています。自主財源比率は両市町とも県内

市町村平均（平成17年度決算68.4％）より若干低いものの、全国平均（平成16年度

決算51.3％）と比較すると高い水準にあります。 
                                                     平成17年度普通会計決算 

豊川市 御津町 項目 
決算額(千円) 構成比 決算額(千円) 構成比

地方税 19,709,638 48.1% 2,160,150 46.7%

譲与税・交付金 4,096,532 10.0% 437,046 9.5%

地方交付税 1,877,451 4.6% 464,706 10.1%

国・県支出金 5,089,852 12.4% 349,211 7.6%

地方債 3,753,800 9.2% 525,000 11.4%

その他 6,485,669 15.8% 688,561 14.9%

歳入計 41,012,942 100.0% 4,624,674 100.0%

 

 うち自主財源 26,195,307 63.9% 2,848,711 61.6%

 

    ＊平成17年度地方財政状況調査 
（構成比は、端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。） 

 
ⅱ）税収の内訳 

税収については、豊川市は市町村民税と固定資産税がほぼ同じ構成比率となって

いますが、御津町は固定資産税の構成比率が約６割と高く、税収における固定資産

税の占める割合が高くなっています。 
                                                    平成17年度普通会計決算 

豊川市 御津町 
項目 

決算額(千円) 構成比 決算額(千円) 構成比 
総額 8,124,497 41.2% 732,454 33.9%

個人（均等割） 168,879 0.9% 16,754 0.8%

所得割 5,600,569 28.4% 534,013 24.7%

法人（均等割） 363,702 1.8% 33,305 1.5%

市 
町 
村 
民 
税 法人税割 1,991,347 10.1% 148,382 6.9%

固定資産税 8,892,361 45.1% 1,216,444 56.3%

軽自動車税 210,320 1.1% 25,223 1.2%

市町村たばこ税 833,295 4.2% 67,030 3.1%

特別土地保有税 550 0.0% 0 0.0%

普 
通 
税 

 

小計 18,061,023 91.6% 2,041,151 94.5%

都市計画税 1,604,415 8.1% 118,999 5.5%

入湯税 44,200 0.2% － －

目 
的 
税 小計 1,648,615 8.4% 118,999 5.5%

 

市町税合計 19,709,638 100.0% 2,160,150 100.0%

 

   ＊平成17年度地方財政状況調査 

（構成比は、端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。） 
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 ② 歳出 
義務的経費（人件費、扶助費、公債費）を比較すると、人件費はほぼ同様の構成比

となっていますが、扶助費の割合は豊川市の方が高くなっています。 

公債費については豊川市が若干高くなっており、物件費については御津町の方が若

干高くなっています。 
 

                                              平成17年度普通会計決算 
豊川市 御津町 

項目 
決算額(千円) 構成比 決算額(千円) 構成比 

人件費 7,855,450 20.0% 929,539 21.0% 
物件費 4,517,774 11.5% 576,685 13.0% 

維持補修費 406,094 1.0% 18,478 0.4% 
扶助費 5,167,970 13.1% 400,680 9.0% 
補助費 5,397,942 13.7% 605,717 13.7% 

普通建設事業費 5,470,904 13.9% 548,621 12.4% 
災害復旧事業費 － － － － 
失業対策事業費 － － － － 

公債費 4,191,797 10.7% 392,541 8.9% 
積立金 971,709 2.5% 326,303 7.4% 

投資及び出資金 6,500 0.0% － － 
貸付金 911,000 2.3% 35,000 0.8% 
繰出金 4,409,201 11.2% 601,659 13.6% 

前年度繰上充用金 － － － － 

 

歳出合計 39,306,341 100.0% 4,435,223 100.0% 

 

    ＊平成17年度地方財政状況調査 
（構成比は、端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。） 

 
 
 
 ③ 財政力指数 

三位一体改革による交付税総額の削減や税収の増加により年々上昇しており、平成

18年度は両市町とも0.85以上と、全国的に見ても財政力の高い団体となっています。 
なお、平成18年度の豊川市の数値0.99は交付税一本算定の数値であり、合併による

普通交付税算定替に基づく旧豊川市の財政力指数は0.98、旧一宮町は0.87となってい

ます。 
                                   

年度 豊川市 一宮町 御津町 
平成16年度 0.88 0.82 0.82 
平成17年度 0.92 0.85 0.82 

 

平成18年度 0.99 0.87 
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 ④ 各種財政指標 
平成17年度決算における各種財政指標を比較すると、経常収支比率は豊川市の方が

若干高くなっています。 
公債費比率など地方債に関する指標については豊川市の方が高くなっていますが、

人口１人当たりの地方債現在高は御津町の方が約33,000円高くなっています。 
基金については、人口１人当たりの現在高を比較すると御津町の方が約63,000円高

くなっています。 
 

                                                 平成17年度普通会計決算 
項目 豊川市 御津町 

歳入総額（千円） 41,012,942 4,624,674

歳出総額（千円） 39,306,341 4,435,223

標準財政規模（千円） 23,401,204 2,832,639

実質収支比率（％） 6.9 6.6

経常収支比率（％） 89.0 84.8

公債費比率（％） 12.8 11.0

公債費負担比率（％） 12.9 10.9

起債制限比率（％） 8.9 8.7

地方債現在高（千円） 48,261,570 5,301,635

 人口１人当たり地方債現在高（円） 357,583 391,236

基金現在高（千円） 3,036,234 1,159,898

 人口１人当たり基金現在高（円） 22,496 85,595

財政調整基金現在高（千円） 1,510,001 646,782

減債基金現在高（千円） 268,086 210,866

 

内 
訳 

その他特定目的基金現在高（千円） 1,258,147 302,250

 

   ＊平成17年度地方財政状況調査 
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（８）都市基盤の状況 
道路については、改良率、舗装率ともに御津町の整備率が低い状況にあります。 
公共下水道普及率について、旧一宮町地区の普及率が低いため（平成17年３月末現

在で31.9％）、豊川市の方が低くなっています。 
 

                                                    平成18年3月31日現在 
項目 豊川市 御津町 

道路実延長（ｍ） 1,126,741 202,149

改良済延長（ｍ） 847,171 114,887

改良率（％） 75.2 56.8

舗装済延長（ｍ） 997,858 167,450

舗装率（％） 88.6 82.8

歩道延長（ｍ） 104,516 14,365

道 
路 

 

歩道延長比率（％） 9.3 7.1

都市公園（㎡） 846,705 0

都市公園１人当たり面積（㎡） 6.27 0

現在排水人口（人） 84,902 11,422

排水比率（公共下水道普及率）（％） 60.6 83.5

下 
水 
道 現在排水区域面積（ha） 1,701.0 272.8

  年間総排出量（ｷﾛﾘｯﾄﾙ） 69,572 7,000

処理施設処理量（ｷﾛﾘｯﾄﾙ） 2,884 309

下水道放流量（ｷﾛﾘｯﾄﾙ） 45,135 4,966

し尿浄化槽処理量（ｷﾛﾘｯﾄﾙ） 21,538 1,725

処 
理 
状 
況 合計（ｷﾛﾘｯﾄﾙ） 69,557 7,000

し 
尿 

 
  総衛生処理比率（％） 100.0 100.0

年間総排出量（トン） 60,825 3,959

年間総収集量（トン） 60,825 3,853

収集比率（％） 100.0 97.3

衛生処理量（焼却処理量等）（トン） 49,721 3,737

 

ご 
み 

 
衛生処理比率（％） 81.7 97.0

 

    ＊平成17年度公共施設状況調査 
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６ 行政制度等の現況と課題 
研究会においては、豊川市及び御津町の行政制度の現況比較や両市町で行われている

施策、事業等の現状比較を行いました。両市町における行政制度や事業等に係る比較項

目は約1,000項目にも及び、取扱いが異なるものやそれぞれの市町が独自に実施してい

る事業も多数ありました。 
豊川市と御津町が合併するとした場合、合併の方式は編入合併が前提となり、また、

両市町の団体規模や財政規模の大きさの違いから、原則として御津町の制度や事業等は

豊川市の制度に合わせることが基本となるとの前提の下、住民生活に大きな影響がある

と思われる項目を中心に、合併協定項目レベルの26項目について合併する場合の課題の

整理を行いました。 
なお、本研究会においては調整方針を決定するものではなく課題の整理を行うのみで

あり、豊川市の制度に合わせることにより御津町住民に急激な住民サービスの変化が生

じるものについては、関係住民へ周知し理解を求めた上で、場合によっては激変緩和措

置を講じるなどの検討を行うことも考慮する必要があると考えられます。 
 
 
 
（１）新市の事務所の位置 

合併の方式を編入合併としているため、新市の事務所の位置は現豊川市役所となり

ます。 

合併後の現御津町役場の取扱いについては、合併協議会での協議に委ねられること

になりますが、豊川市が現在設置している支所や窓口センター等を含め、住民サービ

ス窓口の在り方について十分検討を行い、結論を出す必要があると考えられます。 
また、組織の統廃合により御津町役場で生じる空きスペースについては、施設の有

効利用の観点からその活用方法について十分検討を行っておく必要があります。 
 

豊川市 御津町  
豊川市役所 一宮総合支所 御津町役場 

所在地 諏訪一丁目１番地 一宮町豊１番地 大字西方字日暮30番地 

構造 

本庁舎 
 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 
 地下１階地上３階 
北庁舎 
 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 
 地下１階地上５階 

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 
地上３階 

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 
地上３階 

敷地面積 27,439㎡ 13,347㎡ 3,937㎡ 

延床面積 17,660㎡ 2,973㎡ 3,075㎡ 

竣工時期 
本庁舎 昭和44年 
    昭和60年改築

北庁舎 昭和60年 

昭和48年 
平成元・８年改装 

昭和51年 

平成11・15年改装 

 

出張所 東部窓口センター 
西部窓口センター 
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（２）議会 
 ① 議員定数等 

議員定数は、両市町とも法定上限数未満となっています。なお、平成19年４月の統

一選挙から豊川市の定数は30名、御津町の定数は12名に削減されています。 
編入合併の場合、原則として編入される御津町の議員はすべてその身分を失うこと

になりますが、地方自治法の規定により、合併等による急激な人口増加の場合は一般

選挙時以外でも法定上限数の範囲内で増員選挙を行うことができるとされています。

 また、新合併特例法においても旧合併特例法と同様に、議会議員の在任特例、定数

特例の規定が設けられています。 
議員定数の取扱いについては、今後、調整を行っていくこととなりますが、仮に、

一宮町との合併の場合と同様に、合併時に御津町地域に選挙区を設け増員選挙を行う

とした場合、人口比例による御津町選挙区の定数は３名となります。豊川市の議員定

数30名と合わせても33名となり法定上限数34名を下回るため、合併特例法による定数

特例の規定を適用しなくても増員選挙を行うことは可能となります。 
 

項目 豊川市 御津町 
議員定数（法定上限数） 32名（34名） 16名（22名） 
議員定数（H19.4～） 30名 12名 

直近の改選時期 
（任期満了日） 

平成19年4月 
（平成19年4月30日）

平成19年4月 
（平成19年4月29日）

政務調査費 276,000円（年額） なし 
議長 564,000円 323,000円 

副議長 514,000円 245,000円 

議員 480,000円 225,000円 

常任委員会委員長 上記に同じ 230,000円 

 

議員報酬 
（月額） 

議会運営委員長 上記に同じ 230,000円 

 

 
 
 
 ② 常任委員会の状況 

両市町の委員会構成に差異はありますが、豊川市の制度に合わせることについて特

に課題はありません。 
 

 豊川市 御津町 
総務委員会        8人 総務文教常任委員会  8人 
建設委員会        8人 産業福祉常任委員会 8人 
生活文教委員会   8人  

 

常任委員会名（構成） 

健康福祉委員会   8人  
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（３）農業委員会 
選挙委員の条例定数は、豊川市は20人、御津町は12人と、ともに法定定数未満とな

っています。ただし、豊川市の選挙委員については、一宮町との合併の際、合併特例

法の在任特例の規定を適用し合併前の一宮町の選挙委員８名をそのまま在任させて

いるため、平成20年７月19日まで条例定数を超える28人となっています。 
編入合併の場合、原則として御津町の農業委員はすべてその身分を失うことになり

ますが、議会議員のように増員選挙は想定されていないため、一宮町との合併の場合

と同様、合併特例法の在任特例の規定を適用するとした場合は、在任特例対象の選挙

委員の数を何人とするかの調整が必要となります。 
なお、仮に平成20年の選挙で豊川市の選挙委員の定数が20人となった場合、一宮町

との合併の場合と同様に農業委員会選挙人名簿人数で比例計算すると、御津町の選挙

委員の数は４人となります。 
 

項目 豊川市 御津町 
法定定数 30人 20人 
条例定数 20人 12人 選挙委員 

18.10.1現在 28人（※） 12人 
選任委員 5人 4人 

計 33人 16人 

任期 平成17年7月20日から

平成20年7月19日まで

平成17年7月20日から 
平成20年7月19日まで 

総農家数 2,621戸 704戸 
農地面積 2,213ha 551ha 

 

農業委員会選挙人名簿人数 6,695人 1,482人 

 

 
※ 豊川市の選挙委員については、一宮町との合併の際、合併特例法の在任特例の規

定を適用し、条例定数を８人超える28名となっています。 
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（４）地方税 
 ① 税率・税額等 

都市計画税の税率については、御津町の方が低くなっており、合併時に豊川市の税

率に合わせる場合には、御津町の納税義務者の負担増を招くことになるため、経過措

置を設けるかどうかを含めて調整を行う必要があります。  

なお、その他の税率、税額等に差異はありません。入湯税については、豊川市のみ

賦課しています。 
納期については、若干の差異がありますが、制度を統一することについては特に課

題はありません。 
平成18年度数値 

項目 豊川市 御津町 
均  等  割 3,000円 3,000円

～200万円以下 3% 3%

200万円超 8% 8%

所 
得 
割 700万円超 10% 10%

個人市 
町民税 

納期 6･9･12･2月 4期 6･9･11･1月 4期

均等割額 5～300万円 5～300万円法人市 
町民税 法人税割額 12.3% 12.3%

税率 1.4% 1.4%固 定 
資産税 納期 5･7･10･1月 4期 5･7･10･2月 4期

税率 0.3%

(旧一宮町H22年度まで0.2%)

0.2%
都 市 
計画税 

納期 5･7･10･1月 4期 5･7･10･2月 4期

 

入湯税 税額 １人 150円 － 
 
 
 
 ② 前納報奨金制度 

報奨金の率、上限額ともに豊川市の方が高い水準にありますが、合併時までに豊川

市の制度に統一することについては、特に課題はありません。 
 
 年度 豊川市 御津町 
 

平成18年度 前納報奨金＝期別税額×0.3％

（上限３万円） 
 平成19年度 

前納報奨金＝期別税額× 

納期前に係る月数×0.1％ 
（上限１万円） 

 平成20年度 
前納報奨金＝期別税額×0.1％

（上限１万円） 

 平成21年度～ 廃止 
廃止（予定） 

 
 
 



21 

（５）地域審議会 
新合併特例法においても、旧市町村の区域ごとに合併市町村の長の諮問に応じて審

議し又は必要と認める事項について合併市町村の長に意見を述べることができる地

域審議会を設置することができるとされています。 
御津町地域において地域審議会を設置するか否かについては、合併協議会での協議

に委ねられることになりますが、地域審議会とは別の組織、例えば連区長会など豊川

市にある既存の制度を活用することによっても地域住民の意見を行政に反映させる

ことは可能であるため、これらの制度との棲み分けを含めて地域審議会の設置の必要

性について議論を行う必要があります。 
 
 
 
（６）財産区 

豊川市は平成18年２月の一宮町との合併の際、旧一宮町の町有林管理委員会が管理

していた山林について、合併後も引き続き地元で維持管理を行いたいという一宮町の

意向に基づき一宮財産区を設置しています。 
一方、御津町には財産区がないため、特に課題はありません。 

 
                平成18年10月1日現在 

項目 豊川市 御津町 
名称 一宮財産区      － 

設置年月日 H18.2.1      － 
土地(ha)   27.84      － 
建物(㎡)      －      － 

 

財産 
基金残高(千円)  29,535      － 
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（７）一部事務組合等 
ごみ処理や広域消防など、豊川市と宝飯郡３町の枠組みで広域的な取組を行ってい

ます。 
御津町が属している一部事務組合のうち小坂井町と御津町で組織している宝飯南

部学校給食組合については、豊川市内に現在ある給食センター施設との統廃合を含め、

その活用方法について十分検討を行い、結論を出す必要があると考えられます。 
なお、その他の一部事務組合や協議会、審査会等については、合併する際に脱退が

必要となりますが、法的手続に基づくものであり特に課題はありません。 
 
 名称 豊川市 御津町 構成市町村 
 

豊川宝飯衛生組合 ○ ○ 豊川市、音羽町、小坂井町、御津

町 
 愛知県市町村職員退職 

手当組合  ○ 県内11市27町村26一部事務組合 

 

一部 
事務 
組合 

宝飯南部学校給食組合  ○ 小坂井町、御津町 

 宝飯地区広域市町村圏 
協議会 ○ ○ 豊川市、蒲郡市、音羽町、小坂井

町、御津町 
 

協 
議 
会 東三河地方教育事務協 

議会 ○ ○ 豊川市、蒲郡市、田原市、音羽町、

小坂井町、御津町 
 共同 

設置 宝飯郡介護認定審査会  ○ 音羽町、小坂井町、御津町 

 
常備広域消防 ○ ○ （音羽町、小坂井町、御津町が豊

川市に事務委託） 
 

事務 
委託 

公平委員会  ○ （愛知県に事務委託） 
 その 

他 豊川市土地開発公社 ○ ○ 豊川市、音羽町、小坂井町、御津

町 
 
 
（８）手数料 

主な手数料については、豊川市、御津町ともに同額であり、豊川市の制度に合わせ

るとしても特に課題はありません。 
 

項目 豊川市 御津町 
印鑑登録証明書 200円 200円 
住民票の写し 200円 200円 
戸 籍 の 附 票 200円 200円 
戸 籍 謄 抄 本 450円 450円 
除 籍 謄 抄 本 750円 750円 
納 税 証 明 書 200円 200円 

 

所 得 証 明 書 200円 200円 
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（９）消防団 
 ① 組織 

豊川市の消防団組織は、団・方面隊・分団の３階層となっているのに対し、御津町

の組織は、団・分団の２階層となっています。 
御津町消防団の取扱いについては、一宮町との合併の場合と同様、豊川市の方面隊

の１つとして位置付けることとすれば、組織の統合については特に課題はないと考え

られます。なお、任用要件については両市町で差異はありませんが、豊川市の制度に

における分団ごとの人数の配置等については差があるため、合併した場合には配置体

制のあり方について検討する必要があります。 
                                                             平成18年12月現在 

項目          豊川市           御津町 
名 称       豊川市消防団        御津町消防団 
区 域        豊川市一円         御津町一円 
組 織 １団・５方面隊・16分団 １団・３分団 
定 員 階級 任期 階級 任期 
団 長   1名  2年   1名 2年 

副団長（方面隊長）   5名  2年   1名 2年 
分 団 長  16名  1年   3名 2年 
副分団長  20名  1年   3名 2年 
部 長  20名  1年   6名 1年 
班 長  40名  1年  12名 1年 
団 員 312名   82名  

 

計 414名   108名  

 

任用要件 

①豊川市に居住し、又は勤務

する者 
②年齢満18歳以上の者 
③志操堅固で、身体強健な者

①御津町の区域内に居住する

者、または勤務する者 
②年齢18歳以上の者 
③志操堅固で、身体強健な者

 ② 報酬等 
消防団員の報酬については、御津町の方が高い水準にあります。退職報償金は、豊

川市が５年刻みの設定になっているのに対し、御津町では１年刻みの設定になってい

るため、勤務年数によっては御津町の支給額の方が高くなる場合があります。 

報酬額、退職報償金を豊川市の制度に合わせるとした場合、御津町消防団員は支給

額の減となるため、豊川市の制度について事前に周知し、説明しておく必要がありま

す。 
   ・報酬額（年額） 

区分 豊川市 御津町 
団 長 167,000円 250,000円

副団長（方面隊長） 140,000円 215,000円

分 団 長 63,000円 150,000円

副分団長 53,000円 125,000円

部 長 37,000円 82,000円

班 長 35,000円 72,000円

 

団 員 33,000円 62,000円
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   ・退職報償金（団員の場合） 
区分 豊川市 御津町 

５年以上 
６年未満 144,000円

６年以上 
７年未満 154,000円

７年以上 
８年未満 169,000円

８年以上 
９年未満 184,000円

９年以上 
10年未満 

 
 
 

144,000円

199,000円

10年以上 
11年未満 214,000円 214,000円

 

団員 

（以下略） （以下略） （以下略） 

 

 
 
（10）国民健康保険事業 

豊川市が保険料方式を採用しているのに対し、御津町は保険税方式を採用しており

制度に違いがあります。算定要素については各要素とも差異が見られますが、特に医

療給費分については所得割の率に、介護給付費分については資産割の率に開きがあり

ます。また、１人当たりの保険料（税）を比較すると、医療給付費分と介護納付金分

の合計で、豊川市の方が約１万２千円、高くなっています。 
保険料（税）の格差が大きいため、合併時に豊川市の制度に合わせる場合は御津町

の被保険者の急激な負担増を招くことになるため、経過措置を設けるかどうかを含め

て調整を行う必要があります。 
 

項目 豊川市 御津町 
所得割 6.90% 5.40%

資産割 24.00% 24.00%

均等割 28,600円 27,000円

平等割 25,400円 28,000円

医療給 
付費分 

１人当たり平均額 86,223円 74,085円

所得割 1.40% 1.10%

資産割 8.00% 5.00%

均等割 8,300円 7,500円

平等割 5,100円 8,500円

介護納 
付金分 

１人当たり平均額 25,092円 25,520円

 

納期 4･6･8･9･10･12･1･2月 8期 4･6･8･10･12･2月 6期

  ＊平成18年数値 

  （豊川市においては一宮町との合併により不均一賦課を行っているため、上記の豊

川市の数値は旧豊川市地区の数値を記載しています。） 
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（11）介護保険事業 
基準保険料は要介護認定者数、介護サービス量等により算定されますが、豊川市の

保険料の方が月額143円安くなっています。 
現在の保険料が平成18年度から平成20年度までのものであるため、平成21年度以降

の合併であれば、合併後は統一料金にすることが適当であると考えられます。合併の

時期が平成20年度以前であれば、平成20年度末までは現行料金とするか否かについて

調整を行う必要があります。 
                                             

項目 豊川市 御津町 
基準月額保険料 3,645円 3,788円 

 

納期 6期 6期 

 

 
 
 
（12）広報広聴 

広報については、豊川市の制度の方が充実しています。 
豊川市の制度に合わせるとした場合、特に課題となることはありません。 
 

                                                          平成18年度現在 
 項目 豊川市 御津町  
 

広報紙 広報「とよかわ」 
毎月2回（1日、15日）発行 

広報「みと」 
毎月1回（1日）発行 

 

 声の広報 年24回発行 なし  
 点字の広報 年24回発行 なし  
 

外国語版広報紙 ポルトガル語版・スペイン語版

毎月１回発行 なし  

 
その他 なし 

お知らせカレンダー 

毎月1回(15日)発行 

 

 
 
 
 
（13）自治会・行政区 

豊川市では、連区・町内会制度をとっているのに対し、御津町では区（大字）制度

をとっており、制度に差があります。 
住民に密着した制度であり、合併時に豊川市の制度に合わせることが出来ない場合

も想定されるため、地域住民の意見を聞きながら経過措置を設けて調整する必要があ

ると考えられます。 
                                                      

豊川市  
旧豊川市地区 旧一宮町地区

御津町  

自治会等の数 25連区・143町内会 11町内会 13町内会 
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（14）防災関係 
 ① 防災行政無線（移動系） 

豊川市・御津町ともに整備済みですが、豊川市はデジタル式、御津町はアナログ式

と方式に違いがあり、合併後は豊川市の制度に合わせて方式の統一を図ることになり

ます。 
                                                            

項目 豊川市 御津町 
呼称 ぎょうせいとよかわ ぎょうせいみと 

周波数 260MHz帯（デジタル） 466.225MHz（アナログ） 

設置場所 豊川市役所防災対策課 御津町役場総務課内 基地局 

通信内容 ①災害発生時の情報伝達 
②行政事務連絡 

①災害発生時の情報伝達 

②行政事務連絡 

車載型 46台（2Ｗ） 5台（5Ｗ） 

半固定型 51台（2Ｗ） なし 

 

陸上移動局 
携帯型 93台（2Ｗ） 2台（5Ｗ）、8台（1Ｗ） 

 
 
 
 ② 防災行政無線（同報系） 

豊川市の旧一宮町地域と御津町にはアナログ式の同報無線が各世帯に設置されて

います。一方、旧豊川市地域においては未整備の状態となっています。 
御津町の同報無線については、当面現行のとおりの取扱いとなると考えられますが、

合併した場合は、豊川市の未整備地域の整備を含め全市的に同報無線の整備を検討す

る必要があります。 
 

項目 豊川市 御津町 
呼称 こうほうとよかわ こうほうみと 

周波数 68.28MHz（アナログ） 68.28MHz（アナログ） 
設置場所 一宮庁舎無線室 御津町役場無線室 

随時放送 総合支所各課からの行政 
連絡 

御津町役場各課からの行

政連絡 
概要 

緊急放送 ①災害発生時 
②警報発令時 

①災害発生時 
②警報発令時 

遠隔制御局 1ヶ所 一宮庁舎宿直室 2ヶ所 宿直室・日直室 
屋外拡声子局 5ヶ所 9ヶ所 

設置対象 

①旧一宮町地区に住所を 
有する者の世帯 

②その他市長が必要と認 
める事業所 

御津町に住所を有する者

の世帯 
 

設置基準 原則１世帯につき１台 原則１世帯につき１台 

 

戸別受信機 

現在設置台数 
(H18.4.1) 4,202台 約3,900台 

 



27 

（15）福祉医療 
 ① 精神障害者医療費支給事業 

障害者自立支援法54条に基づく医療費支給については、両市町で差異はありません。 
その他の医療費支給事業については、豊川市では、精神障害者福祉手帳１、２級所

持者が対象であるのに対し、御津町では医師の診断書による認定のため、豊川市の制

度に合わせた場合、支給対象外となる方がいますので、事前に対象者に説明し、理解

を求めておく必要があります。 
また、助成対象については、豊川市の方が通院費や精神疾病以外も対象としている

ため範囲が広く、豊川市の制度に合わせた場合は特に課題はありません。 
 

区分 豊川市 御津町 
法54条 
（通院） 全額給付 全額給付 

 
精神障害者 
医療費支給 
事業 

その他 

精神障害者福祉手帳の1、2級

で市内1年以上在住者に対し、

入院費及び通院費とも自己負

担分の2分の1を助成 

医師の診断書によって認定を

受けた精神障害者（町内在住

者（年数基準なし））につい

て、医療機関で支払った入院

費自己負担相当額に対して2

分の1を助成 
 
 ② 乳幼児医療費助成 

乳幼児医療費助成については、両市町で差異はなく、特に課題はありません。 
 

区分 豊川市 御津町 
通院       未就学児まで       未就学児まで 

 

入院       未就学児まで       未就学児まで 

 

 
（16）保育事業 
 ① 保育料 

保育料については、豊川市の方が低くなっています。 

また、主食代についても、豊川市が月額800円を徴収しているのに対し御津町は月

額1,000～1250円となっており、豊川市の額の方が低いため、豊川市の料金に合わせ

るとしても特に課題はありません。 
                                                             （月額） 

区分 豊川市 御津町 
3歳未満児の場合（注） 30,300円 33,500円 

3歳児の場合（注） 25,300円 25,800円 
4歳以上児の場合（注） 19,400円 25,800円 

 

1人当たり平均保育料 
（平成17年度実績） 17,174円 20,979円 

 

（注）第５階層（前年分所得税額が64,000円以上160,000円未満の世帯）に認定さ

れる保護者が児童１人を入所させた場合 
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 ② 特別保育 
特別保育の内容については、市町の間で若干の差異があります。また、利用料も若

干の差異があるため、豊川市の制度について事前に周知し、説明をする必要がありま

す。 
 

項目 豊川市 御津町 
実施園 全園（32園）で実施 全園（5園）で実施 乳児保育 
入所可 
能月齢 

生後56日を経過した児童 
ただし、一宮地区7園につ 
いては生後10月を経過した

児童 

出生日から起算して概ね6 
ヶ月目から 

障害児保育 実施園 指定園6園で実施 全園（5園）で実施 
実施園 全園（32園）で実施 全園（5園）で実施 
保育時間 平日 

  朝  7:30～ （全園） 
  夕  ～18:00（23園） 
    ～19:30（ 9園） 
土曜 
  朝  7:30～ （全園） 
  昼  ～14:00（全園） 

平日 
  朝 8:00～ （4園） 
   7:30～ (1園) 

 夕  ～18:00 (3園) 
土曜 
  朝 8:00～ (1園) 

延長 

保育料 
（月額） 

18:00までは保育料に含む 

18:00～19:00  1,000円 
18:00～19:30  1,500円 

18:00までは保育料に含む 

 

延長保育 

間食費 月額  2,000円 17時以降 1人1回100円 
実施園 指定園5園で実施 全園（5園）で実施 
保育時間 平日 8:30～16:00 

土曜 8:30～12:00 
平日 8:30～16:30(公立) 

 8:30～16:00(私立) 

 

一時保育 

利用料 
（日額） 

３歳未満児    2,500円 
３歳児        1,300円 
４歳以上児    1,100円 

４時間以内    1,000円 
８時間以内    2,000円 
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 ③ 児童クラブ 
設置数、開設時間等に若干の差があるものの、基本的な運営方法については差異が

なく、豊川市の制度に合わせるとしても特に課題はありません。 
項目 豊川市 御津町 

児童クラブ数 18クラブ(公設民営) 2クラブ(公設民営) 
運営委託 社会福祉法人豊川市保育協会（一

宮地区については母親クラブ） 
保護者会 

対象児童 1年生から3年生まで 
定員に余裕があれば、4年生以上 
も可 

1年生から6年生まで 
 

開設場所 小学校    12クラブ 
児童館    ３クラブ 
地区市民館  ２クラブ 
保育所    １クラブ 

小学校内専用施設 １クラブ 

児童館      １クラブ 

開設時間 13：00～18：00 
夏休み等 8：30～18：00 

下校時～19:00 
夏休み等 8:00～19:00 

利用者負担金 市が徴収 
7,500円/月(8月は15,000円/月) 
生活保護法による被保護世帯(単 
給世帯を含む。)並びに前年度分 
市町村民税が非課税となる母子世

帯及び父子世帯は1,000円/月(8月

は2,000円/月) 

保護者会が徴収 
(ゆうゆうクラブ) 

1～3年 8,000円/月 
4～6年 7,000円/月 
  （夏休み等は2,000円/月加算）

父子・母子家庭 

1～3年 6,500円/月 
4～6年 5,500円/月 
  （夏休み等は2,000円/月加算）

(すきっぷクラブ) 

（常時利用） 

1年  10,000円/月 

2・3年 8,500円/月 

4～6年 6,500円/月 

（夏休みは1,000円/加算） 

（夏休みのみ利用） 

1年  16,000円/月 

2・3年 14,000円/月 

4～6年 12,000円/月 

父子・母子家庭 

1年   6,500円/月 

2・3年  5,500円/月 

4～6年  4,500円/月 

（夏休みは1,000円/加算） 

 

委託料 運営に必要な経費全額を委託料と

している 
運営に必要な経費の一部を委託料

としている 
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（17）高齢者福祉 
事業は豊川市の方が充実しているため、制度を豊川市に合わせたとしても特に課題

はありませんが、在宅寝たきり高齢者等介護者手当及び敬老金支給事業については豊

川市の制度に合わせるとすると廃止又は削減となるため、事前に御津町住民に周知し、

理解を求める必要があります。 
 

区分 豊川市 御津町 
支給要件  次の要件をすべて満たす者 

・大正15年４月１日以前に生まれ

た者 
・昭和57年１月１日以前から引き

続き外国人登録をしている者 
・市内に引き続き１年以上居住し

外国人登録をしている者 
・公的年金を受給していない者 
・施設に入所しておらず、生活保

護法による保護を受けていない者

・本人、配偶者及び扶養義務者の

所得が老齢福祉年金の支給停止と

なる基準を超えない者

在日外国人 
高齢者福祉 
手当 

支 給 額 10,000円/月 

未実施 

支給要件 要介護度３・４・５の者

を在宅で介護している者

在宅寝たき 
り高齢者等 
介護者手当 

支 給 額 

未実施（※） 

5,000円/月 
支給要件 ①要介護度３以上で在宅で介護を

受けている者 
②要介護度４以上で市民税非課税

世帯にある者を在宅で介護して

いる家族 

要介護度４以上で町民税

非課税者を在宅で介護し

ている者（独居なら本人）

 

介護用品 
支給事業 

支 給 額 ①の対象者：30,000円/年 
②の対象者：75,000円/年 

36,000円/年 

 
   ※ 合併による経過措置として旧一宮町地区においてのみ平成20年度末まで実施。 
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   （高齢者福祉つづき） 
区分 豊川市 御津町 

給付要件 愛知県高齢者住宅整備資金貸付事

業を利用して増改築を行ったこと

による償還金利子を支払った者 

高齢者住宅 
整備資金償 
還利子補給 
事業 給 付 額 利子相当額 

未実施 

給付要件 要介護度３以上で在宅で介護を受

けている者及び特別障害者手当受

給者 

理容サービ 
ス事業 

給 付 額 年間３枚（１枚4,000円）の訪問 
理容サービス券を支給（H16から 
美容も対象） 

未実施 

給付要件 プロパンガス及び都市ガスを使用

している65歳以上のひとり暮らし

の者 

ひとり暮ら 
し老人ガス 
安全対策事 
業 給付内容 ガス漏れ事故を防止するため、ガ

スを自動的に遮断し、ガス漏れを

知らせる機器を設置する 

未実施 

給付要件 要介護度３以上の者を在宅で介護

している者 
介護者リフ 
レッシュ事 
業 給付内容 介護者支援事業：介護者旅費経費

5,000円を助成 

未実施 

 

敬老金の支 
給事業 

給付内容 満80歳：5,000円 
数え88歳：10,000円 
数え100歳以上：30,000円 

満80・85歳：5,000円 

満88歳：20,000円 

満99歳以上：30,000円 
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（18）障害者福祉 
 ① 障害者手当 

身体障害者手帳１・２・３級、療養手帳Ａの区分については、御津町の方が手当額

は高い状況にあります。その他の区分については、豊川市の方が手当額は高い状況に

あります。 
制度を豊川市に合わせることにより、御津町で手当が減額する階層については、事

前に周知し、理解を求めておく必要があります。 
                                                        （月額） 

区分 豊川市 御津町 
20歳未満 3,000円 

１級 
20歳以上 2,700円 １級 6,600円 

20歳未満 3,000円 
２級 

20歳以上 2,700円 ２級 5,500円 

20歳未満 3,000円 
３級 

20歳以上 2,200円 ３級 4,400円 

20歳未満 2,000円 
４級 

20歳以上 1,700円 ４級 1,200円 

20歳未満 1,000円 

身体障害 
者手帳 

５・６級 
20歳以上 1,000円 ５・６級 1,000円 

20歳未満 3,000円 Ａ 
(IQ35以下) 20歳以上 2,700円 

Ａ 
(IQ35以下) 5,500円 

20歳未満 3,000円 Ｂ 
(IQ36～50) 20歳以上 2,200円 

Ｂ 
(IQ36～50) 1,200円 

20歳未満 2,000円 

療養手帳 

Ｃ 
(IQ51～75) 20歳以上 1,700円 

Ｃ 
(IQ51～75) 1,000円 

20歳未満 3,000円 
１級 

20歳以上 2,700円 １級 2,500円 

20歳未満 3,000円 
２級 

20歳以上 2,200円 ２級 2,000円 

20歳未満 2,000円 

 

精神障害 
者保健福 
祉手帳 

３級 
20歳以上 1,700円 ３級 1,000円 

 

 
 
 



33 

 ② その他障害者福祉事業 
障害者福祉事業については、豊川市の制度の方が充実しているため、豊川市の制度

に合わせるとしても、特に課題はありません。 
 

区分 豊川市 御津町 
事業内容 障害者の専用居室、浴室等の増築、改築又は改 

造工事を行う者に対して、愛知県障害者住宅整 
備資金の貸付を受けた場合、その償還利子を補 
助する。

対 象 者 1級～4級の身体障害者、重度・中度の知的障害 
者、自閉症状群と診断されている方又はその同 
居する家族 

障害者住宅 
整備資金償 
還利子補給 
事業 

補 助 額 当該年度の資金の償還に係る利子相当分 

未実施 

事業内容 家庭での生活を容易にするため、浴室・便所・ 
段差・スロープなどを設置する工事へ助成す 
る。 

重度身体障 
害者住宅リ 
フォーム助 
成事業 対 象 者 身体障害者手帳1・2級の視覚障害者 

未実施 

事業内容 就労等のため、自動車を取得することが必要と 
なった場合、その自動車の操向装置等の一部を 
改造する経費を助成する。※限度額10万円 

身体障害者 
自動車改造 
費助成事業 

対 象 者 上肢、下肢、体幹機能障害のある身体障害者で 
あり、道路交通法第91条に規定する「免許の条 
件」を付され、かつ所得税の課税所得金額が特 
別障害者手当の所得制限限度額を超えない者 

未実施 

事業内容 豊川市社会福祉協議会が行う生活福祉資金の貸 
付を受けている者に対し、資金の償還に伴って 
支払う利子の一部を補給する。 

対 象 者 低所得世帯及び身体障害者世帯 

生活福祉資 
金償還利子 
補給事業 

補 助 額 納期内に償還した利子の額の3分の2に相当する 
額 

未実施 

対 象 者 市内に居住する外国人障害者で外国人登録法第 
4条第1項の規定による市長の登録を1年以上受 
け、以下の要件を具備している者。 
・1級～3級の身体障害者及びA～Bの知的障害者 
・昭和57年1月1日前に満20歳に達していた者 
で、同日において日本国内で外国人登録をして 
いた者 
・昭和57年1月1日に障害者であった者又は同日 
以後に障害者になった者でその障害の発生原因 
となった傷病に係る初診日が同日前に属する者 
・障害基礎年金等を受けていない者 

 

在日外国人 
障害者福祉 
手当 

支 給 額 月額２万円 

未実施 
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（19）児童福祉 
単独遺児手当については、御津町の方が育成手当額が高くなっています。入学祝金

は豊川市のみ支給しています。 
豊川市の制度に合わせるとすると育成手当が減額となるため、御津町住民に対して

事前に周知し、理解を求めておく必要があります。 
 

項目 豊川市 御津町 
受給対象者 市内に住所があり、次のいずれ 

かに該当する18歳以下（18歳に 
達した年度の末日まで）の児童 
を監護、養育している者 
①父母が婚姻を解消した児童 
②父又は母が死亡した児童 
③父又は母が重度の障害の状態 

にある児童 
④父又は母が１年以上行方不明 

である児童 
⑤父又は母に１年以上遺棄され 

ている児童 
⑥父又は母が１年以上拘禁され 

ている児童 
⑦婚姻によらないで生まれた児 

童 

町内に1年以上住所があり、次の

いずれかに該当する15歳以下（1

5歳に達した年度の末日まで）の

児童を監護、養育している者 
①父母が婚姻を解消した児童 
②父又は母が死亡した児童 
③父又は母が重度の障害の状態 

にある児童 
④父又は母の生死が引き続き１

年以上明らかでない児童 

⑤父又は母に引き続き１年以上

遺棄されている児童 

⑥父又は母が法令により引き続

き１年以上拘禁されている児

童 

⑦母が婚姻によらないで懐胎し

た児童 

⑧父母をなくし配偶者のない姉

又は祖母に養育されている児

童 
⑨その他①～⑧に順ずる状態に

ある児童で町長が特に認めた

児童
手当額 育成手当遺児１人 2,100円/月 

入学祝金遺児１人 3,000円 
育成手当遺児１人 2,200円/月 

（但し、支給開始から3年間は 

4,400円／月） 

 

受給者数 
（H18.3.31現在) 1,106人 81人 
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（20）検診事業 
対象年齢、実施方法（集団・個別）、実施内容、実施回数に若干の差異があります

が、一方の市町で独自に実施している検診項目はありません。個人負担金についても、

ほぼ同一の水準となっており、豊川市の制度に合わせたとしても特に課題はないと考

えられます。 
 

豊川市 御津町 
区分 

対象者 個人負担金 対象者 個人負担金 
集団 15歳以上 無料 

 追加項目： 
  循環器1,300円

  喀痰  700円

  肝炎  750円

  骨粗鬆 未実施

15歳以上        1,000円

 追加項目： 
  循環器  無料

  喀痰  700円

  肝炎   無料

 骨粗鬆1,000円

基本健康診査 

個別 15歳以上         3,000円

 追加項目： 
  肝炎  1,200円

40歳以上         1,000円
(肝炎含む)

集団 40歳以上         2,000円 40歳以上  胃       900円

 大腸   500円

胃・大腸がん 

個別 40歳以上         3,900円 未実施 
集団 基本健康診査と同時に実施 基本健康診査と同時に実施結核・肺がん検診

個別 15歳以上 X線のみ 1,200円

X線+喀痰2,200円

未実施 

40歳以上 マンモ  1,000円集団 40歳以上 マンモ  1,500円

30～39歳 超音波   500円

乳がん検診 

個別 マンモ：

40歳以上

超音波：

30歳以上

マンモ 2,800円

超音波  2,100円

未実施 

集団 未実施 20歳以上           600円子宮がん検診 
個別 20歳以上         2,200円 未実施 

骨粗しょう症検診 集団 30歳以上         1,000円 18歳以上         1,000円

 

前立腺がん検診 集団 50～69歳           500円 50歳以上           500円
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（21）交通関係 
豊川市においては、豊川北部線（豊橋鉄道への運行費補助）及び健康福祉センター

「いかまい館」への巡回バスの２路線の運行が行われています。 
一方、御津町においては、高齢者や障害者など交通弱者に交通アクセスの確保のた

め、福祉保健センターを起点に各公共施設と大字13地区を結ぶ福祉乗合タクシーの運

行が行われています。 
合併により市域が拡大することを考慮すると、一層の地域間交流の促進や住民の利

便性の向上を図る必要があり、両市町の既存事業の在り方を含め市域全体の公共交通

の在り方について検討を行う必要があります。 
 

項目 豊川市 御津町 
目的 豊川北部地域の公共

施設の利用者と当該

地域の住民の利便性

確保 

健康福祉センター 
「いかまい館」への

交通弱者のアクセス

確保

福祉保健センター等へ

の交通弱者のアクセス

確保 

路線 豊川北部線（JR豊川

駅－名鉄国府駅） 
①西部巡回コース、

②東南部巡回コース

①広石・豊沢・金野線

②新田・御馬線  

③上佐脇・下佐脇線 

④西方・泙野・大草・

赤根線 

運行日 １日５往復 コース運行  週４回

団体送迎   週１回

(団体送迎は平成18

年度から) 

コース運行 週６回 

乗車料金 乗車距離に応じて 無料 １人１乗車 100円 

経費 
（H17市町負担額）

運行補助 
  7,480千円 
回数券購入 
 3,000千円 

委託料等 
 2,590千円 

委託料等 

  7,818千円 

 

利用実績 
（H17実績） 

運行日数  365日 
利用者数  23,522人

運行日数 192日 
利用者数  9,051人 

運行日数 306日 

利用者数 4,732人 

 



37 

（22）水道料金 
加入分担金はほとんどの区分で豊川市の料金設定の方が低くなっていますが、基本

料金についてはすべての口径で御津町の料金設定の方が低くなっています。従量料金

については21㎥以上の使用料については御津町の方が低くなっています。一般家庭

（口径13mm）の場合は、豊川市の料金体系に合わせた場合、御津町の料金より安くな

るため特に問題はありませんが、使用量の多い一般家庭や大きい口径を使用している

御津町の事業者については、豊川市の料金体系に合わせた場合には料金が高くなるた

め、事前に対象者に説明をし、理解を求めておく必要があります。 
 
 ① 基本料金等 
   ・基本料金（税抜き）                       ・従量料金（税抜き） 

口径 豊川市 御津町 区分 豊川市 御津町 
13mm 600円 590円 1～10㎥ 45円 71円

20mm 1,300円 1,070円 11～20㎥ 95円 95円

25mm 2,400円 1,900円 21～30㎥ 140円 130円

30mm 5,200円 3,090円 31～50㎥ 170円 154円

40mm 8,300円 6,540円 51～100㎥ 185円 
50mm 19,800円 12,010円 101㎥～ 190円 178円

75mm 39,400円 34,860円

 

臨時用 550円 －

100mm 94,200円 －

150mm 238,100円 －

 

200mm 302,200円 －

 
   ・加入分担金（税抜き） 

口径 豊川市 御津町 

13mm 70,000円 100,000円

20mm 170,000円 200,000円

25mm 300,000円 300,000円

30mm 480,000円 500,000円

40mm 900,000円 1,000,000円

50mm 1,400,000円 2,000,000円

75mm 3,300,000円 4,000,000円

 

100mm 市長が定める額 －

 

 
 
 ② 料金比較 

一般家庭（口径13mm）で１か月に20㎥を使用した場合の水道料金 
 

 豊川市 御津町 
基本料金＋従量料金 2,000円 2,250円 

消費税   100円   112円 

 

合計 2,100円 2,362円 
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（23）下水道使用料 
使用料単価においては、20㎥までの区分は豊川市の料金設定の方が低くなっており、

一般家庭の場合は、豊川市の料金体系に合わせた場合、御津町の料金より安くなるた

め特に問題はありませんが、使用料の多い一般家庭や事業者については、豊川市の料

金体系に合わせた場合には料金が高くなるため、事前に対象者に説明をし、理解を求

めておく必要があります。 
 
 ① 使用料単価 

 
区分 豊川市（税抜き） 御津町（税込み） 

10㎥まで 800円 861円 

11～20㎥まで1㎥当たり  89円 103円 

21～30㎥まで1㎥当たり 120円 115円 

31～50㎥まで1㎥当たり 138円 127円 

51～100㎥まで1㎥当たり 152円 151円 

101～500㎥まで1㎥当たり 168円 161円 

    

    

    

    

    

    

    

    501㎥以上1㎥当たり 202円 184円 

 

 
 
 
 ② 料金比較 

一般家庭で１か月に20㎥使用した場合の下水道使用料 
 

 豊川市 御津町 
使用料 1,690円 
消費税    84円 

 
 

合計 1,774円 1,891円 
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（24）学校給食 
両市町ともに、給食センター方式ですが、豊川市においては直営による給食事業を

行っていますが、御津町においては小坂井町と共同で一部事務組合である宝飯南部学

校給食組合により給食事業を行っており、運営形態に差異があります。 
豊川市の給食センター方式に統一するにあたり、宝飯南部学校給食組合の在り方を

検討する必要があります。その際には豊川市の現有施設の処理能力、現有施設の老朽

化やドライシステム方式への対応等の課題もあるため、新市における給食事業の在り

方を検討する必要があります。 
なお、給食費については、豊川市の方が料金が安いため豊川市の制度に合わせると

しても特に課題はありません。 
 

項目 豊川市 御津町 
方式 センター方式 センター方式 

施設 

①豊川市学校給食センター 
 設置年月：平成14年7月 
 調理能力：9,000食 
 ドライシステム方式 
②豊川共同調理場 
 設置年月：平成元年3月 
 調理能力：3,000食 
 ウエットシステム方式 
③中部共同調理場 
 設置年月：昭和62年3月 
 調理能力：3,000食 
 ウエットシステム方式 
④一宮共同調理場 
 設置年月：昭和49年3月 
 調理能力：3,000食 
 ウエットシステム方式 

①宝飯南部学校給食組合 
 設置年月：昭和47年4月 
 調理能力：3,225食 
 ドライシステム方式 
 

小学校 210円    225円 

 

給食費 
中学校 240円    255円 
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（25）公民館 
社会教育法に基づく公民館については、豊川市、御津町ともに４館ずつ設置してい

ます。なお、豊川市においては、社会教育法に基づく公民館の他、地域活動の拠点と

して地区市民館22館を設置し、市民講座の開催など、公民館とほぼ同様の活動を行っ

ています。 
豊川市の公民館は、中学校区に１つの基準で整備を行ってきた経緯があるのに対し、

御津町は町内に４館と豊川市と比べ充実した環境となっています。 

豊川市の設置基準に従えば、御津町の公民館の適正設置数は１館となるため、御津

町において１館のみは現行のとおり社会教育法に基づく公民館として存続すること

となります。その他の３つの公民館については豊川市における地区市民館と同様の位

置づけをするなど、地域活動の拠点として維持しつつ、維持管理経費の負担が少ない

運営方式を検討する必要があります。 
 

項目 豊川市 御津町 

施設 

公民館４館 
①豊川公民館 
 設置年月：昭和52年4月 
 延べ床面積 913㎡ 
②御油公民館 
 設置年月：昭和49年4月 
 延べ床面積 488㎡ 
③牛久保公民館 
 設置年月：昭和51年4月 
 延べ床面積 942㎡ 
④八南公民館 
 設置年月：昭和55年4月 
 延べ床面積 906㎡

公民館４館 
①中央公民館 
 設置年月：昭和50年1月 
 延べ床面積 1,647㎡ 
②西方公民館 
 設置年月：昭和48年1月 
 延べ床面積 482㎡ 
③広石公民館 
 設置年月：昭和59年4月 
 延べ床面積 601㎡ 
④御馬公民館 
 設置年月：昭和61年4月 
 延べ床面積 608㎡ 

職員 

公民館長１人（非常勤） 
公民館主事１人（常勤） 
生活学習指導員（常勤） 
４時間パート２人（交替） 

公民館長１人（常勤）※ 
公民館主事１人（常勤） 

公民館管理員３人（非常勤） 
※町職員が兼務 

休館日等 

①休館日 
 月曜日、年末年始、祝日 
②開館時間 
  午前９時～午後９時 

①休館日 
 月曜日、年末年始、祝日 
②開館時間 
  午前９時～午後９時30分 

運営 各公民館に運営委員会を設置 公民館運営審議会 
定数10名以内（任期２年） 

 

運営経費 
(H17決算) 

25,136千円 
（施設整備費を除く） 

13,988千円 
（施設整備費を除く） 
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（26）図書館 
図書館法に基づく図書館については、豊川市、御津町ともに１館ずつ設置されてい

ます。 
規模は異なるものの機能としては重複する施設であり、また、多大な運営経費も必

要とされることから、御津町の図書館については住民サービスに大きな影響を与えな

い範囲で、経費の削減や施設の効率的運営方法など、合併時までに施設の在り方を検

討する必要があります。 
 

項目 豊川市 御津町 

施設 

敷地面積        9,130.23㎡ 
建築面積        3,015.83㎡ 
延床面積        5,772.65㎡ 
（うち図書館棟 4,497.94㎡）

敷地面積     7,403.20㎡ 
建築面積       2,349.35㎡ 
延床面積       3,113.77㎡ 
（うち図書館棟  544.07㎡）

設置年月 平成11年7月 平成6年12月 

職員 
正職員    10人 
嘱託       4人 
業務委託  11人 

正職員    3人（※） 
臨時職員   4人 

蔵書 
一般 245,237冊 
児童  60,168冊 
ＡＶ  10,655点 

一般 39,163冊 
児童 11,088冊 
ＡＶ  2,212点 

人口千人当た 
り蔵書数 2,342冊 3,835冊 

 

運営経費 
（H17決算） 

図書館費         244,212千円

ｼﾞｵｽﾍﾟｰｽ館費      16,648千円

地域情報ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ費  5,797千円

図書館費         12,092千円

（正職員人件費を除く）

 

                         ※施設管理全体を兼務 
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７ 新合併特例法下における財政支援措置 

（１）合併前の財政支援措置 

 ① 国の財政支援措置 

  Ⅰ 合併推進債 

都道府県が作成する構想に位置付けられた構想対象市町村の区域において実施

される公共施設等の整備に要する経費に対して地方債を発行することができ、その

元利償還金の一部について普通交付税措置がなされます。 

ⅰ）対象事業 

ア 構想対象市町村相互間の道路・橋りょう・トンネル（街路、農道、林道等

を含む。）の整備事業 

イ 構想対象市町村相互間の電算システム統合整備、地域イントラネット整備

事業 

ウ 本庁舎等、消防庁舎及び消防防災施設の整備事業 

エ 火葬場・斎場の整備事業 

オ 保育所・子育て支援施策等の整備事業 

カ 既存の公共施設等を廃止して行う統合施設の整備 

ⅱ）起債充当率 

90％ 

ⅲ）実施期間 

原則として、事業開始年度以降３か年度以内、特に必要があると認められる場

合には５か年度以内まで。 

ⅳ）財政措置 

普通交付税算入率40％（市町村合併による行政コストの合理化効果の発展に繋

がる事業については50％）。 

ただし、普通交付税不交付団体となった場合は、財政措置のメリットはありま

せん。 

 

  Ⅱ 特別交付税 

合併協議会への負担金、合併前に要する電算システム統一等の合併準備経費及び

合併移行経費について、特別交付税措置が講じられます。 

 

 

 

（２）合併後の財政支援措置 

 ① 国の財政支援措置 

  Ⅰ 普通交付税合併算定替 

合併年度及びこれに続く一定期間（※１）は、合併しなかった場合の普通交付税

が全額保障されます。その後５年度は、激変緩和措置（※２）されます。 

ただし、普通交付税不交付団体となった場合は、合併算定替のメリットはありま

せん。 

    ※１ 一定期間 

       平成17、18年度中の合併の場合：合併後９か年度 

平成19、20年度中の合併の場合：合併後７か年度 

平成21年度中の合併の場合：合併後５か年度 
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※２ 激変緩和措置 

１年度目：合併しなかった場合の普通交付税全額 × 0.9 

２年度目：        同上        × 0.7 

３年度目：        同上        × 0.5 

４年度目：        同上        × 0.3 

５年度目：        同上        × 0.1 

 

Ⅱ 普通交付税合併補正 

合併直後の臨時的経費に対する措置として、行政の一体化に要する経費、行政水

準・住民負担水準の格差是正に要する経費について、合併後５か年間、以下の算式

により基準財政需要額に加算されます。 

 

      算式 

  加算額（５か年合計） 

 ＝（１億円 ＋ ５千円×合併後人口）×（１＋（合併関係市町村数－２）／４）

 

豊川市と御津町の１市１町の合併の場合の加算額を計算すると、５年間の総額は

約10.7億円となりますが、一宮町との合併の旧合併特例法分（約7.9億円）を差し

引くと新合併特例法での加算分は約2.8億円となります。 

ただし、平成18年度の財政力指数を見ると旧豊川市が0.98、御津町が0.87となっ

ており、平成19年度以降は豊川市が交付税不交付団体となることが予想され、御津

町においても全国的に比較して高い水準の財政力指数の数値となっていることか

ら、新合併特例法による普通交付税加算は、あまり期待できるものではないと考え

られます。 

 

  Ⅲ 合併推進債 

都道府県が作成する構想に位置付けられた合併市町村の区域において実施され

る公共施設等の整備に要する経費に対して地方債を発行することができ、その元利

償還金の一部について普通交付税措置がなされます。 

ⅰ）対象事業、起債充当率、実施期間、財政措置 

合併前事業と同様。 

ⅱ）実施期間 

合併が行われた日の属する年度及びこれに続く10か年度。 

 

 

 

 ② 愛知県の財政支援措置 

  Ⅰ 愛知県市町村合併特例交付金 

新合併特例法に基づき合併した市町村の円滑な運営の確保と均衡ある発展並び

に市町村合併の推進を図るため、一定額が交付されます。 

ⅰ）対象事業（アについては、合併前の事業でも可） 

ア 合併に伴う電算システムの統合のための事業 

イ 合併によって一時的、臨時的に必要となる事業 

ウ 地域間格差を是正し、均衡ある発展を図るための施設整備事業 
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エ 広域的・効率的なサービス提供のための事業 

ⅱ）実施期間 

原則、合併が行われた日の属する年度及びこれに続く３か年度以内に着手する

合併関連事業。ただし、事業期間が複数年次にわたる事業及び同一内容を継続す

る事業にあっては、着手後５年度間まで対象とされます。 

ⅲ）交付限度額 

          算式 

 交付限度額 

＝４億円 ＋ ０．５億円 × （合併関係市町村数－２）

 

 

なお、各年度に交付する交付金の額の上限は、交付金総額の３分の１とされて

います。 

豊川市と御津町の１市１町の合併の場合は、交付総額は４億円となります。 
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８ おわりに 

研究会では、平成19年２月からの約３ヶ月で両市町の行財政の現況、事務事業の現状、

両市町が合併するとした場合の課題などについて調査、研究を進めてきました。 

1,000項目を超える事務事業の比較の結果、合併協議において大きな障害となる項目

は見当らなかったものの、それぞれの市町が独自に実施している事業や取扱いが異なる

ものも見受けられました。これらの両市町間で制度の差異がある事業については、制度

を統一することによって住民サービスに影響を与えるものもあるため、合併前に住民に

対する説明会を開催するなど周知を図り、混乱を来さないよう配慮する必要があると考

えられます。また、両市町間で格差が非常に大きく急激な住民サービスの変化が生じる

一部の事業については、場合によっては一定期間の激変緩和措置を講ずることを検討す

る必要もあると考えられます。 

新合併特例法における財政支援措置については旧合併特例法に比べ大きく縮減され

ているため、新合併特例法下での合併では多大な財政支援措置は期待できないものの、

人件費の削減効果やスケールメリットによる物件費や投資的経費等の削減効果など、合

併による行財政運営の効率化のメリットは大きいと考えられます。 

また、更なる地方分権の進展や道州制への移行の動きを考えると、今まで以上に市町

村の行財政基盤の強化を図る必要があると考えられます。 

今後は、財政的なメリット、デメリットのみにとらわれることなく、当地域の将来的

なまちづくりについて、議会、住民等の意見を聴きながら十分に議論を行い、合併につ

いて考えていくことが必要と思われます。 


